
【区分別】 （単位：百万円）
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平成２５年度当初予算要求額からの増減

区　　　　分 主な変動要因と増減額（丸数字は理由別）
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※　要因毎の端数処理のため、増減額と一致しないことがある。

【理由別（一般会計）】
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区　　　　　分

① 知 事 査 定

【別紙「平成２５年度当初予算における知事査定一覧」参照】

② 退 職 手 当 の 引 下 げ 等

③ 国 の H25 当 初 予 算 案 関 連

流域下水道事業特別会計

収入証紙等特別会計
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公 共 事 業 等 費
補助公共（農林・土木）

単独公共（農林・土木）

国直轄事業負担金
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災害復旧事業費

一般会計の計

特別会計の計 249,998 249,929 △ 69

緊急雇用創出事業費

森林整備加速化・林業再生事業費
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平成２５年度当初予算における知事査定一覧

（単位：千円）

事 業 名 事 業 概 要 増 額

特別職職員費 副知事を１名増員するとともに、平成25年４月以降も引き続 ( 573)
き現行の率で給与の減額措置を継続する。 573

（要求額） 84,360 →（予算額） 84,933

納税対策等補助金 交付率を７％引き下げて交付していたものを３％の引き下げ ( 17,935)
とする。 17,935

（要求額）420,857 →（予算額）438,792

運輸事業振興助成事 国の算定基準から７％引き下げて交付していたものを３％の ( 15,477)
業 引き下げとする。 15,477

（要求額）375,596 →（予算額）375,322
（予算額は、国が示した助成額算定数値を用いた再計算によ
り要求額から15,751千円の減額となり、これに知事査定（４％
分、15,477千円）を加え、375,322千円となった。）

【新】
働くおとうさん・お 一時的な看護師配置による病児・病後児保育サービス事業を ( 6,000)
かあさん応援事業 実施する市町村に対し、費用の一部を補助する。 6,000

（要求額） 0 →（予算額） 6,000

企業誘致補助制度の 県北県営団地への立地に対する補助率を市町村と連携し、最 ( 0)
拡充 大20％拡充するとともに、新たに食料品製造業を大規模工場 0

等立地促進補助金の特定業種に位置づける。
【制度改正】（要求額） 0 →（予算額） 0

【新】
瀬戸内観光ブランド 沿岸７県が連携し、首都圏、瀬戸内主要都市での観光ＰＲ等 ( 5,000)
推進事業 を実施する。 5,000

（要求額） 0 →（予算額） 5,000

【新】
少年非行防止・健全 非行防止教室を推進するため、警察官ＯＢを専門員として新 ( 8,377)
育成強化事業 たに３人雇用する要求に対し、３人増員し、６人とする。 8,377

（要求額） 8,378 →（予算額） 16,755

【新】
１１０番通報支援カ 事件・事故が多発する交差点等に全方位カメラを設置し、 ( 1,405)
メラ整備事業 １１０番通報時に、事件・事故の発生前後の映像を通信指令 1,405

課に伝送するシステムを新たに構築する。
（要求額） 0 →（予算額） 1,405

スクールソーシャル スクールソーシャルワーカーを現行の６人から13人へ、７人 ( 46,012)
ワーカー（ＳＳＷ） 増員する要求に対し、更に12人増員し、25人とする。 46,012
を活用した行動連携 （要求額） 79,004 →（予算額）125,016
推進事業

※ 増額欄の上段( )は一般財源
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